
○本庄市木造住宅耐震改修等補助金交付要綱 

平成２２年３月２６日 

告示第８３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震による木造住宅の倒壊等の被害を防ぎ、地震に強い住

宅を整備し、災害に強いまちづくりの整備を促進するため、市内の木造既存住

宅について耐震改修、簡易耐震改修、建替え又は除却（以下「耐震改修等」と

いう。）を行う者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて必要

な事項を定めるものとする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、本庄市補助金等交付規則（平成１８年本庄

市規則第４３号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１） 耐震診断 本庄市木造住宅耐震診断補助金交付要綱（平成２２年本庄

市告示第８２号。以下「耐震診断要綱」という。）第２条に規定する耐震診

断をいう。 

（２） 耐震改修 耐震診断又は市長が適当と認める方法により行う診断（以

下「市長が認める診断」という。）による上部構造評点（一般財団法人日本

建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定めるもの。以下

同じ。）が１．０未満と診断された建築物について、上部構造評点が１．０

以上となるよう改修する設計（以下「耐震改修設計」という。）及びこれに

基づく工事（以下「耐震改修工事」という。）を実施することをいう。 

（３） 簡易耐震改修 耐震診断又は市長が認める診断による上部構造評点が

１．０未満と診断された建築物について、人命を守る空間が確保できるよう

に耐震シェルター又は防災ベッド（以下「耐震シェルター等」という。）を

設置する工事（以下「簡易耐震改修工事」という。）を実施することをいう。 

（４） 耐震シェルター 住宅内の一部に木材や鉄骨で強固な箱型の空間（シ

ェルター）を作り、安全を確保するもの 



（５） 防災ベッド 耐震シェルター以外のもので金属製のフレーム等でベッ

ドの上部を覆いベッド内の人を保護し、就寝中の安全を確保するもの 

（６） 除却 耐震診断又は市長が認める診断による上部構造評点が１．０未

満と診断された建築物を解体、撤去及び処分する工事（以下「除却工事」と

いう。）を実施することをいう。 

（７） 建替え 除却し、当該建築物と同一敷地内（同一敷地内であると認め

られる場合を含む。）に新たに住宅の用途に供する建築物を建築する工事（以

下「建替え工事」という。）を実施することをいう。 

（補助対象建築物） 

第３条 補助金の交付の対象となる建築物（以下「補助対象建築物」という。）

は、市内に存する木造住宅（地震に対して安全な構造とする旨の建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第２条第３５号に規定する特

定行政庁による勧告又は建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律

第１２３号）による指導（以下「勧告等」という。）を受けたものに限る。）

で、次に掲げる要件の全てに該当するものをいう。 

（１） 昭和５６年５月３１日以前に工事に着手された一戸建ての住宅又は併

用住宅（店舗等の用途に供する部分の床面積が延べ床面積の２分の１未満の

ものに限る。）であること。ただし、昭和５６年６月１日以後に増築又は改

築されたものを除く。 

（２） 耐震診断又は市長が認める診断による上部構造評点が１．０未満と診

断されたもの 

（３） 地階を除く階数が２以下であること。 

（４） 居住者本人又はその２親等内の親族が所有していること。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、補助対象建築物に居住し、市

税を完納している者とする。この場合において、居住者と所有者が異なる場合

は、当該所有者も市税を完納していなければならないものとする。 

（補助の対象となる耐震改修等） 

第５条 補助金の交付の対象となる耐震改修等は、次に掲げる要件に該当するも



のとする。 

（１） 耐震改修 

ア 耐震改修設計は、耐震診断要綱第２条に規定する建築士（以下「建築士」

という。）が行うものであること。 

イ 耐震改修の設計図は、耐震診断に基づいて、耐震改修工事の実施後の耐

震診断で所定の構造強度が得られることを確認したものであること。 

ウ 耐震改修工事の工事監理及び現場検査は、耐震改修の設計図に基づき、

建築士が行うものであること。 

（２） 簡易耐震改修 

ア 簡易耐震改修の実施に当たり、所定の構造強度が得られることを確認し

たものであること。 

イ 簡易耐震改修工事の工事管理及び現場検査は、簡易耐震改修の設置計画

等に基づき、工事施工者が行うものであること。 

（３） 建替え及び除却 

ア 公共事業の施行に伴う補償の対象でないこと。 

イ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０

４号）に基づき実施するものであること。 

ウ 建替え後の住宅は、原則として土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第９条第１項に規

定する土砂災害特別警戒区域外に存すること。 

エ 建替え後の住宅は、原則として建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律（平成２７年法律第５３号）第２条第１項第３号に規定する建築

物エネルギー消費性能基準（以下「省エネ基準」という。）に適合するこ

と。 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費は、次に掲げるものとする。 

（１） 耐震改修 耐震改修設計及び耐震改修工事に要する費用とする。 

（２） 簡易耐震改修 簡易耐震改修工事に要する費用とする。 

（３） 建替え 建替え工事に要する費用とする。 



（４） 除却 除却工事に要する費用とする。 

（補助金の額） 

第７条 耐震改修等に対する補助金額は、補助対象建築物１戸につき、次に掲げ

る額以内で、市長が定める額とする。 

（１） 耐震改修 耐震改修に要した費用の額（補助対象建築物の床面積１平

方メートルにつき３万４，１００円を限度とする。）に１００分の２３．０

を乗じて得た額で２０万円を限度とする。この場合において、その額に１，

０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

（２） 簡易耐震改修 耐震シェルターにあっては、簡易耐震改修に要した費

用の額に２分の１を乗じて得た額で２０万円を限度とし、防災ベッドにあっ

ては、簡易耐震改修に要した費用の額に２分の１を乗じて得た額で１０万円

を限度とする。この場合において、その額に１，０００円未満の端数が生じ

た場合は、これを切り捨てるものとする。 

（３） 建替え 建替えに要した費用の額に１００分の２３．０を乗じて得た

額で５０万円を限度とする。この場合において、その額に１，０００円未満

の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

（４） 除却 除却に要した費用の額（補助対象建築物の床面積１平方メート

ルにつき１万円を限度とする。）に１００分の２３．０を乗じて得た額で３

０万円を限度とする。この場合において、その額に１，０００円未満の端数

が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、耐震改修等を実施する前に、本庄

市木造住宅耐震改修等補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添

えて、市長に提出しなければならない。ただし、市長がやむを得ない理由があ

ると認めるときは、この限りでない。 

（１） 住民票の写し（申請する者と所有者が異なる場合は、当該所有者の住

民票の写し及び２親等以内の親族であることが確認できるものを含む。） 

（２） 登記事項証明書、家屋評価証明書その他の耐震改修等を行う補助対象

建築物の所在地、所有者及び建築年次が確認できるもの 



（３） 建築士が作成した耐震診断報告書（市長が認める診断による場合、勧

告等の通知書の写し）及び関係図書 

（４） 耐震診断を実施した者の建築士免許証の写し 

（５） 耐震改修工事、簡易耐震改修工事、建替え工事又は除却工事（以下「耐

震改修等工事」という。）の見積書の写し（耐震改修等に係る部分の見積額

が分かるものに限る。） 

（６） 申請する者と所有者が異なる場合は、耐震改修等工事を行うことにつ

いて当該所有者の合意があることを証する書類 

（７） 市税に滞納がないことを証明する書類（申請する者と所有者が異なる

場合は、当該所有者に係る市税に滞納がないことを証明する書類を含む。） 

（８） 耐震シェルター等を設置する場合は、公的機関により耐震実験を行い

安全性の評価を受けたことが確認できるもの又は行政庁等が信頼性を推奨し、

かつ、公表されていることが確認できるもの 

（９） 建替えの場合は、法第６条第１項又は法第６条の２第１項の規定によ

る確認済証の写し（当該確認申請の申請者（建築主）は、補助金の交付を受

けようとする者とする。） 

（１０） 建替えの場合は、省エネ基準に適合することが確認できる書類 

（１１） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定等） 

第９条 市長は、前条に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査

し、補助金の交付の可否を決定し、本庄市木造住宅耐震改修等補助金交付・不

交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定をする場合において、必要が

あるときは、当該補助金の交付決定に条件を付することができる。 

３ 第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」と

いう。）は、やむを得ない理由により耐震改修等を取りやめるときは、速やか

に本庄市木造住宅耐震改修等取りやめ届（様式第３号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

４ 前項の規定による届出があったときは、第１項に定める交付の可否の決定が



なかったものとする。 

（耐震改修設計の届出書） 

第１０条 交付決定者は、耐震改修設計が完了したときは、工事着手する前に、

速やかに本庄市木造住宅耐震改修設計（変更）届（様式第４号）に次に掲げる

書類を添えて、市長に提出しなければならない。耐震改修設計の内容の変更等

により届出の内容に変更が生じたときも、同様とする。 

（１） 耐震改修設計図 

（２） 耐震改修実施後の耐震診断書 

（３） 耐震改修工事の費用の内訳書（様式第５号） 

（４） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項に規定する届出の内容を審査し、及び必要な調査を行い、当該

届出に係る耐震改修設計が適切に行われていないと認める場合には、当該耐震

改修設計が適切に行われるよう交付決定者に指導するものとする。 

（耐震改修等工事の着手） 

第１１条 交付決定者は、耐震改修等工事に着手するときは、速やかに本庄市木

造住宅耐震改修等工事着手届（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

（耐震改修等工事の完了報告） 

第１２条 交付決定者は、補助金の交付の対象となる耐震改修等工事が完了した

ときは、速やかに本庄市木造住宅耐震改修等完了報告書（様式第７号）に次に

掲げる書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

（１） 耐震改修設計及び耐震改修等工事の契約書の写し 

（２） 耐震改修設計及び耐震改修等工事の費用を証明する書類 

（３） 耐震改修設計及び耐震改修等工事の費用の精算内訳書 

（４） 建築士による工事監理及び現場検査の報告書（耐震改修の場合に限る。） 

（５） 耐震改修等工事（建替え工事及び除却工事を除く。）の施工前、施工

中及び施工後における実施箇所の写真 

（６） 廃棄物処理に関する処分証明書の写し（建替え及び除却の場合に限る。） 

（７） 法第７条第５項又は法第７条の２第５項の規定による検査済証の写し

（建替えの場合に限る。） 



（８） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の報告は、補助金の交付決定のあった日の属する年度の１月３１日まで

に行われなければならない。ただし、市長が当該期限を変更し、又は変更する

必要があると認めるときは、この限りでない。 

（補助金の交付額の確定） 

第１３条 市長は、前条に規定する報告書の提出があったときは、その内容を審

査し、適正に耐震改修等が行われたと認めたときは、補助金の交付額を確定し、

本庄市木造住宅耐震改修等補助金交付額確定通知書（様式第８号）により、交

付決定者に通知するものとする。 

（補助金の交付請求） 

第１４条 前条の規定による通知を受けた交付決定者は、補助金の交付を受けよ

うとするときは、当該通知を受けた日の翌日から起算して３０日を経過する日

又は耐震改修等が完了した日の属する年度の２月末日のいずれか早い日までに、

本庄市木造住宅耐震改修等補助金交付請求書（様式第９号）により補助金の交

付を市長に請求しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１５条 市長は、前条の規定により補助金の請求があったときは、交付決定者

に対して、速やかに補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１６条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、本庄市

木造住宅耐震改修等補助金交付決定取消通知書（様式第１０号）により補助金

の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 虚偽その他の不正行為により補助金の交付を受けたとき。 

（２） 補助金を他の用途に使用したとき。 

（３） 補助事業に関して補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件そ

の他法令に基づく命令に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第１７条 市長は、前条の規定により、補助金の交付決定の全部又は一部を取り

消した場合において、既に補助金が交付されているときは、交付決定者に対し、



本庄市木造住宅耐震改修等補助金返還請求書（様式第１１号）により既に補助

した額の全部又は一部を返還させることができる。 

（補助の制限） 

第１８条 補助金の交付は、補助の対象となる補助対象建築物１戸につき、１回

限りとする。 

（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

（失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（平成２７年３月２４日告示第５４号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２５日告示第８４号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日告示第１３０号） 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年１１月２０日告示第４０９号） 

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日告示第１１６号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定

は、公示の日から施行する。 

附 則（令和４年１月１４日告示第１６号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正前のそれぞれの告示に定める様式による用紙は、当分の

間、所要の調整をして使用することができる。 



附 則（令和５年３月２４日告示第６４号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


